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新潟県離島振興対策実施地域における工場等の誘致等に関する条例施行規則等の一部を改正する規則をここに

公布する。 

平成30年３月30日 

新潟県知事  米 山  隆 一 

新潟県規則第11号 

新潟県離島振興対策実施地域における工場等の誘致等に関する条例施行規則等の一部を改正する規則 

（新潟県離島振興対策実施地域における工場等の誘致等に関する条例施行規則の一部改正） 

第１条 新潟県離島振興対策実施地域における工場等の誘致等に関する条例施行規則（平成５年新潟県規則第87

号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正後の欄中下線が引かれた部分（以下この条において「改正後部分」という｡)に対応する同表の

改正前の欄中下線が引かれた部分（以下この条において「改正部分」という｡)が存在する場合には当該改正部

分を当該改正後部分に改め、改正後部分に対応する改正部分が存在しない場合には当該改正後部分を加える。 

改 正 後 改 正 前 

第２号様式（第３条関係） 

個人事業税課税免除申請書 

 （略） 

 注 次の書類を添付すること。 

  １ （略） 

  ２ 新潟県離島振興対策実施地域における工場

等の誘致等に関する条例第２条第１項に規定

する対象設備を取得したことを明らかにする

書類 

(1)～(3) （略） 

(4) 租税特別措置法施行令（昭和32年政令第

43号）第６条の３第22項の規定による確定

申告書に添付すべきこととされている書類

の写し 

(5) （略） 

付表 

個人事業税の課税標準の分割に関する明細書 

 （略） 

記入上の注意 

１ この付表には、申請者が新潟県内に有する

事務所又は事業所の従業者の数を記入するこ

と。この場合において､｢従業者」の意義は、

地方税法施行規則（昭和29年総理府令第23号）

第６条の２の２第１項に定めるところによる。

２～５ （略） 

 

第３号様式（第３条関係） 

 （略） 

注 １ （略） 

 ２ 次の書類を添付すること。 

(1) （略） 

(2) 新潟県離島振興対策実施地域における

工場等の誘致等に関する条例第２条第１

項に規定する対象設備を取得したことを

明らかにする書類 

ア～ウ （略） 

エ 租税特別措置法施行令第28条の９第

第２号様式（第３条関係） 

個人事業税課税免除申請書 

 （略） 

 注 次の書類を添付すること。 

  １ （略） 

  ２ 新潟県離島振興対策実施地域における工場

等の誘致等に関する条例第２条第１項に規定

する対象設備を取得したことを明らかにする

書類 

(1)～(3) （略） 

(4) 租税特別措置法施行令（昭和32年政令第

43号）第６条の３第18項の規定による確定

申告書に添付すべきこととされている書類

の写し 

(5) （略） 

付表 

個人事業税の課税標準の分割に関する明細書 

 （略） 

記入上の注意 

１ この付表には、申請者が新潟県内に有する

事務所又は事業所の従業者の数を記入するこ

と。この場合において､｢従業者」の意義は、

地方税法施行規則（昭和29年総理府令第23号）

第６条の２第１項に定めるところによる。 

２～５ （略） 

 

第３号様式（第３条関係） 

 （略） 

注 １ （略） 

 ２ 次の書類を添付すること。 

(1) （略） 

(2) 新潟県離島振興対策実施地域における

工場等の誘致等に関する条例第２条第１

項に規定する対象設備を取得したことを

明らかにする書類 

ア～ウ （略） 

エ 租税特別措置法施行令第28条の９第
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23項の規定による確定申告書に添付す

べきとされている書類の写し  

オ （略） 

 （略） 

付表１ 

法人事業税の課税標準の分割に関する明細書 

 （略） 

記入上の注意 

１ ①欄の「課税標準｣､「税率」及び「税額」

は、地方税法施行規則第６号様式の「所得割」

の欄（㉖欄を除く｡)又は「収入割」の欄（㊱

欄を除く｡)の「課税標準｣､「税率」及び「税

額」を移記すること。 

２ （略） 

３ 「固定資産の価額又は従業者数」の欄は、

その行う主たる事業が電気供給業（電気事業

法（昭和39年法律第170号）第２条第１項第２

号に規定する小売電気事業（これに準ずるも

のを含む｡)を除く。以下同じ｡)、ガス供給業

又は倉庫業の法人の場合は申告者が新潟県内

に有する事務所又は事業所の固定資産の価額

（主たる事業が電気供給業又はガス供給業の

法人にあっては、当該固定資産の価額のうち

製造事業用の設備に係る固定資産の価額）を

記入し、それ以外の法人の場合は申告者が新

潟県内に有する事務所又は事業所の従業者の

数を次の要領で記入すること。この場合にお

いて､｢固定資産の価額」及び「従業者」の意

義は、地方税法施行規則第６条の２の２に定

めるところによること。 

(1)・(2) （略） 

４・５ （略） 

付表２ 

新潟県内に有する事務所又は事業所の従業者の内

訳 

（略） 

 
地方税法第72条の48第４項第１号に規 

定する事業所等の従業者      ⑨

 

（略） 

19項の規定による確定申告書に添付す

べきとされている書類の写し  

オ （略） 

 （略） 

付表１ 

法人事業税の課税標準の分割に関する明細書 

 （略） 

記入上の注意 

１ ①欄の「課税標準｣､「税率」及び「税額」

は、地方税法施行規則第６号様式の「所得割」

の欄（㉝欄を除く｡)又は「収入割」の欄（㊸

欄を除く｡)の「課税標準｣､「税率」及び「税

額」を移記すること。 

２ （略） 

３ 「固定資産の価額又は従業者数」の欄は、

その行う主たる事業が電気供給業、ガス供給

業又は倉庫業の法人の場合は申告者が新潟県

内に有する事務所又は事業所の固定資産の価

額（主たる事業が電気供給業又はガス供給業

の法人にあっては、当該固定資産の価額のう

ち製造事業用の設備に係る固定資産の価額）

を記入し、それ以外の法人の場合は申告者が

新潟県内に有する事務所又は事業所の従業者

の数を次の要領で記入すること。この場合に

おいて､｢固定資産の価額」及び「従業者」の

意義は、地方税法施行規則第６条の２に定め

るところによること。 

 

 

 

(1)・(2) （略） 

４・５ （略）  

付表２ 

新潟県内に有する事務所又は事業所の従業者の内

訳 

（略） 

 
地方税法第72条の48第４項第３号に規 

定する事務所又は事業所の従業者  ⑨

 

（略） 

（新潟県過疎地域における工場等の誘致等に関する条例施行規則の一部改正） 

第２条 新潟県過疎地域における工場等の誘致等に関する条例施行規則（平成12年新潟県規則第136号）の一部を

次のように改正する。 

次の表の改正後の欄中下線が引かれた部分（以下この条において「改正後部分」という｡)に対応する同表の

改正前の欄中下線が引かれた部分（以下この条において「改正部分」という｡)が存在する場合には当該改正部

分を当該改正後部分に改め、改正後部分に対応する改正部分が存在しない場合には当該改正後部分を加える。 

改 正 後 改 正 前 

第２号様式（第３条関係） 

個人事業税課税免除申請書 

 （略） 

第２号様式（第３条関係） 

個人事業税課税免除申請書 

 （略） 
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付表 

個人事業税の課税標準の分割に関する明細書 

 （略） 

記入上の注意 

１ この付表には、申請者が新潟県内に有する

事務所又は事業所の従業者の数を記入するこ

と。この場合において､｢従業者」の意義は、

地方税法施行規則（昭和29年総理府令第23号）

第６条の２の２第１項に定めるところによる。

２～５ （略） 

 

第３号様式（第３条関係） 

 （略） 

付表１ 

法人事業税の課税標準の分割に関する明細書 

 （略） 

記入上の注意 

１ ①欄の「課税標準｣､「税率」及び「税額」

は、地方税法施行規則第６号様式の「所得割」

欄（㉖欄を除く｡)又は「収入割」欄（㊱欄を

除く｡)の「課税標準｣､「税率」及び「税額」

を移記すること。 

２ （略） 

３ 「固定資産の価額又は従業者数」欄には、

その行う主たる事業が電気供給業（電気事業

法（昭和39年法律第170号）第２条第１項第２

号に規定する小売電気事業（これに準ずるも

のを含む｡)を除く。以下同じ｡)、ガス供給業

又は倉庫業の法人の場合は申告者が新潟県内

に有する事務所又は事業所の固定資産の価額

（主たる事業が電気供給業又はガス供給業の

法人にあっては、当該固定資産の価額のうち

製造事業用、農林水産物等販売業用又は旅館

業用の設備に係る固定資産の価額）を記入し、

それ以外の法人の場合は申告者が新潟県内に

有する事務所又は事業所の従業者の数を次の

要領で記入すること。この場合において､｢固

定資産の価額」及び「従業者」の意義は、地

方税法施行規則第６条の２の２に定めるとこ

ろによる。 

(1)・(2) （略） 

４・５ （略） 

付表２ 

新潟県内に有する事務所又は事業所の従業者の内

訳 

（略） 

 
地方税法第72条の48第４項第１号に規 

定する事業所等の従業者      ⑨

 

（略） 

付表 

個人事業税の課税標準の分割に関する明細書 

 （略） 

記入上の注意 

１ この付表には、申請者が新潟県内に有する

事務所又は事業所の従業者の数を記入するこ

と。この場合において､｢従業者」の意義は、

地方税法施行規則（昭和29年総理府令第23号）

第６条の２第１項に定めるところによる。 

２～５ （略） 

 

第３号様式（第３条関係） 

 （略） 

付表１ 

法人事業税の課税標準の分割に関する明細書 

 （略） 

記入上の注意 

１ ①欄の「課税標準｣､「税率」及び「税額」

は、地方税法施行規則第６号様式の「所得割」

欄（㉝欄を除く｡)又は「収入割」欄（㊸欄を

除く｡)の「課税標準｣､「税率」及び「税額」

を移記すること。 

２ （略） 

３ 「固定資産の価額又は従業者数」欄には、

その行う主たる事業が電気供給業、ガス供給

業又は倉庫業の法人の場合は申告者が新潟県

内に有する事務所又は事業所の固定資産の価

額（主たる事業が電気供給業又はガス供給業

の法人にあっては、当該固定資産の価額のう

ち製造事業用、農林水産物等販売業用又は旅

館業用の設備に係る固定資産の価額）を記入

し、それ以外の法人の場合は申告者が新潟県

内に有する事務所又は事業所の従業者の数を

次の要領で記入すること。この場合において､

｢固定資産の価額」及び「従業者」の意義は、

地方税法施行規則第６条の２に定めるところ

による。 

 

 

 

(1)・(2) （略） 

４・５ （略） 

付表２ 

新潟県内に有する事務所又は事業所の従業者の内

訳 

（略） 

 
地方税法第72条の48第４項第３号に規 

定する事務所又は事業所の従業者  ⑨

 

（略） 
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（新潟県農村地域における工業等導入促進に関する条例施行規則を廃止する規則による廃止前の新潟県農村地

域における工業等導入促進に関する条例施行規則の一部改正） 

第３条 新潟県農村地域における工業等導入促進に関する条例施行規則を廃止する規則（平成21年新潟県規則第

74号）附則第２項の規定によりなおその効力を有するものとされる同規則による廃止前の新潟県農村地域にお

ける工業等導入促進に関する条例施行規則（昭和48年新潟県規則第55号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分（以下この条において「改正部分」という｡)を当該改正部分に対

応する同表の改正後の欄中下線が引かれた部分に改める。 

改 正 後 改 正 前 

第２号様式（第３条関係） 

個人事業税課税免除申請書 

 （略） 

注 次の書類を添付すること。 

１ （略） 

２ 新潟県農村地域における工業等導入促進に

関する条例第２条第１項に規定する適用設備

を取得したことを明らかにする書類 

(1) （略） 

(2) 租税特別措置法第12条第５項において準

用する同法第11条第３項に規定する特定設

備等の償却費の額の計算に関する明細書 

(3)～(5) （略） 

付表 

個人事業税の課税標準の分割に関する明細書 

 （略） 

記入上の注意 

１ この付表には、申請者が新潟県内に有する

事務所又は事業所の従業者の数を記入するこ

と。この場合において､｢従業者」の意義は、

地方税法施行規則第６条の２の２に定めると

ころによる。 

２～４ （略） 

 

第３号様式（第３条関係） 

 （略） 

注 １ （略） 

２ 次の書類を添付すること。 

(1) （略） 

(2) 新潟県農村地域における工業等導入促

進に関する条例第２条第１項に規定する

適用設備を取得したことを明らかにする

書類 

ア 法人税法第２条第31号に規定する確

定申告書の写し 

イ～オ （略） 

（略） 

付表１ 

法人事業税の課税標準の分割に関する明細書 

 （略） 

記入上の注意 

１ ①欄の「課税標準｣､「税率」及び「税額」

第２号様式（第３条関係） 

個人事業税課税免除申請書 

 （略） 

注 次の書類を添付すること。 

１ （略） 

２ 新潟県農村地域における工業等導入促進に

関する条例第２条第１項に規定する適用設備

を取得したことを明らかにする書類 

(1) （略） 

(2) 租税特別措置法第12条第３項に規定する

特定設備等の償却費の額の計算に関する明

細書 

(3)～(5) （略） 

付表 

個人事業税の課税標準の分割に関する明細書 

 （略） 

記入上の注意 

１ この付表には、申請者が新潟県内に有する

事務所又は事業所の従業者の数を記入するこ

と。この場合において､｢従業者」の意義は、

地方税法施行規則第６条の２に定めるところ

による。 

２～４ （略） 

 

第３号様式（第３条関係） 

 （略） 

注 １ （略） 

２ 次の書類を添付すること。 

(1) （略） 

(2) 新潟県農村地域における工業等導入促

進に関する条例第２条第１項に規定する

適用設備を取得したことを明らかにする

書類 

ア 法人税法第２条第１項第31号に規定

する確定申告書の写し 

イ～オ （略） 

（略） 

付表１ 

法人事業税の課税標準の分割に関する明細書 

 （略） 

記入上の注意 

１ ①欄の「課税標準｣､「税率」及び「税額」
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は、地方税法施行規則第６号様式の「所得割」

欄（㉖欄を除く｡)又は「収入割」欄（㊱欄を

除く｡)の「課税標準｣､「税率」及び「税額」

を移記すること。 

２ （略） 

３ 「固定資産の価額又は従業者数」欄には、

その行う主たる事業が電気供給業、ガス供給

業又は倉庫業の法人の場合は申告者が新潟県

内に有する事務所又は事業所の固定資産の価

額（主たる事業が電気供給業又はガス供給業

の法人にあつては、当該固定資産の価額のう

ち工業等の用に供する設備に係る固定資産の

価額）を記入し、それ以外の法人の場合は申

告者が新潟県内に有する事務所又は事業所の

従業者の数を次の要領で記入すること。この

場合において､｢固定資産の価額」及び「従業

者」の意義は、地方税法施行規則第６条の２

の２に定めるところによる。 

(1)・(2) （略） 

４・５ （略） 

付表２ 

新潟県内に有する事務所又は事業所の従業者の内

訳 

（略） 

 
地方税法第72条の48第４項第１号に規 

定する事業所等の従業者数     ⑨

 

（略） 

は、地方税法施行規則第６号様式の「所得割」

欄（㉝欄を除く｡)又は「収入割」欄（㊸欄を

除く｡)の「課税標準｣、「税率」及び「税額」

を移記すること。 

２ （略） 

３ 「固定資産の価額又は従業者数」欄には、

その行う主たる事業が電気供給業、ガス供給

業又は倉庫業の法人の場合は申告者が新潟県

内に有する事務所又は事業所の固定資産の価

額（主たる事業が電気供給業又はガス供給業

の法人にあつては、当該固定資産の価額のう

ち工業等の用に供する設備に係る固定資産の

価額）を記入し、それ以外の法人の場合は申

告者が新潟県内に有する事務所又は事業所の

従業者の数を次の要領で記入すること。この

場合において､｢固定資産の価額」及び「従業

者」の意義は、地方税法施行規則第６条の２

に定めるところによる。 

(1)・(2) （略） 

４・５ （略） 

付表２ 

新潟県内に有する事務所又は事業所の従業者の内

訳 

（略） 

 
地方税法第72条の48第４項第３号に規 

定する事務所又は事業所の従業者数 ⑨

 

（略） 

附 則 

この規則は、公布の日から施行する。 


